
           気象変動への対応強化と省力･低コスト技術の 

                       普及によるトマト産地の維持強化 

活動期間：平成25年度～（継続中） 

○ 西北地域は、県内一の夏秋トマト産地であるが、生産者の高齢化や労働 
 力不足等で栽培面積が減少傾向にあり、また、夏場の異常高温や豪雨等 
 気象災害も多く、生産力が低下してきている。 
○ このため、農業普及振興室では、省力･低コスト技術（Ｕターン誘引技術 
 等）の普及拡大や気象変動への対応により産地力維持強化を図ってきた。 
○この結果、省力・低コスト技術導入農家戸数は平成２４年の約１２倍の７１ 
 戸となり、秋季単収が向上するなど産地力の維持強化が図られた。 

具体的な成果 

１ 省力･低コスト技術の導入 

■Ｕターン誘引技術や２本仕立て苗利用、
かん水の自動化を導入する農家が増加 

 H24：6戸 → H27：71戸 
 
   実証ほ場の検討会       導入農家戸数 

２ 気象変動への対応 
■平成２６年は豪雨(８月７日)により被害を
受けた生産者に細かな事後対策を徹底 
 トマト単収確保 ７ｔ/10a（前年比97％) 
 後作としてﾎｳﾚﾝｿｳ導入(1ha)し所得確保 

３ 秋季(9～11月)単収の向上 
■青枯病対策として、地温上昇抑制資材や
発病抑制資材の活用 
■水稲田植え作業終了後に定植する抑制
作型や新台木の導入 
 秋季単収 H25：2.4t → H27：2.6t 
           
           地温上昇抑制資材の活用 
           (右側白マルチ） 

普及指導員の活動 

平成２５年 
■Ｕターン誘引技術導入に向けて、実証ほ
を設置、これを活用した現地検討会を開催 
■産地活性化推進大会(１２４名参加)を開
催し、省力・低コスト技術の事例報告、メー
カーと連携し資材の展示 

平成２６年 

■Ｕターン誘引技術や自動潅水導入への
関心を高めるため、省力･低コスト技術現地
見学会を開催し 

■豪雨による被災農家へＪＡ等と連携しな
がら被害程度別に細かな対応 

平成２７年 
■現地見学会により更なる導入拡大 

■気象変動へのきめ細かな対応へ向け、ト
マト情報発行回数を増加 

■稲作農家へのトマト導入拡大を図る複合
経営推進フォーラムにを開催 
■優良事例集の作成と配布 

普及指導員だからできたこと 

・省力･低コスト技術や災害対応等に関する
専門技術・情報をもち、それを地域に適し
た、生産者が導入しやすい方法として提
案できた。 

・ＪＡや資材メーカー(民間)、試験研究機関

等との関係者を結びつけながら、省力・低
コスト技術の迅速な普及ができた。 

別紙１「ＰＲ資料作成上の留意点」（概要資料） 
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青森県 

気象変動への対応強化と省力・低コスト 

技術の普及によるトマト産地の維持強化 

 

活動期間：平成２５～（継続中） 

 

１．取組の背景 

西北地域は、水稲やりんごの複合経営の品目として夏秋トマトが導入されており、JA

つがるにしきたの平成 25 年産の栽培面積は 42.9ha、出荷量は 3,174t で、県内一の産地

となっている。 

このうち、津軽北部地域及びつがる地域は、平成 25 年産の栽培面積が 33.6ha、出荷

量は 2,436t で、それぞれＪＡつがるにしきた全体の 77％、78％を占めている。 

近年、生産者の高齢化や労働力不足等で栽培面積が減少傾向にあり、生産力が低下し

てきている。また、夏場の異常高温や高温性病害虫の増加、集中豪雨などの影響で生産

量が伸び悩んでいた。 

このため、五所川原市金木地区、及び中泊町中里地区のＪＡつがるにしきた津軽北部

統括支店やさい部会トマト生産者（107 戸）とつがる市稲垣地区のＪＡつがるにしきた

つがる統括支店やさい部会トマト生産者(91 戸)を対象に省力・低コスト技術としてＵタ

ーン誘引技術、２本仕立て苗の利用、かん水の自動化の普及拡大や気象変動に対応した

栽培管理技術導入などトマト産地の維持強化に向けた取り組みを行ってきた。 

 

２．活動内容 

（１）省力・低コスト技術の導入 

①平成２５年度 

・U ターン誘引の啓蒙活動や実証ほ（２か所）を拠点とした現地検討会を７月に開催し、

40 名の参加があり、省力・低コスト技術の指導を行った。 

・12 月に五所川原市内において、他産地や試験研究機関から講師を招き、Ｕターン誘引

栽培やかん水の自動化等に関する講演会や資材の展示会を開催し、124 名の参加があ

り、省力・低コスト技術の指導を行った。 

②平成２６年度 

・７月に省力・低コスト技術現地見学会を開催し、２本仕立て苗利用による種苗費の軽

減や自動かん水装置の実演を行い 43 名の参加があった。また、Ｕターン誘引における

増収技術について冬季研修会で紹介した。 

③平成２７年度 

・さらなる導入拡大のため、省力・低コスト技術現地見学会を前年同様の７月に開催し、

前年の冬季研修会で紹介したＵターン誘引栽培の増収技術の実証や低コストで自作で

きる自動かん水装置の実演を行い 48 名の参加があった。また、見学会で省力・低コス

ト技術に関するアンケートを実施し、導入希望農家に対しきめ細かい説明で導入支援

を行った。 

 

 

     



     平成 27 年度現地検討会                   ハウス内での説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

・12 月に開催した複合経営推進フォーラムで、ＪＡ全農あおもりから講師を招き「水稲

＋野菜」の複合産地育成の講演や「米中心の経営から転換」をテーマとしたパネルデ

ィスカッションを開催し 100 名が参加した。 

 

     地域農林水産部 船木部長あいさつ               会場風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・冬期栽培研修会において、栽培管理の改善点の他、初力・低コスト技術の導入や秋季

単収の向上対策をより詳しく説明するため平成 27 年度は開催場所を５ヶ所（平成 26

年は１か所）に増加し対応した。 

 

（２）気象変動への対応 

①トマト生産情報を発行 

発生が予想される病気の発生予測や、害虫の発生予察情報を掲載し、適期防除や適

切な栽培管理ができるよう指導を行った。 

②平成２６年８月７日の豪雨への対応 

 約 19ha のほ場が浸水被害を受け、被害発生直後から臨時生産情報や巡回指導によ

り、ＪＡ等と連携のもと事後対策の指導を行った。 

（３）秋季（９～11 月）単収の向上 

①平成２５年度 

・青枯病対策として高接ぎ木苗を利用した実証ほを設置した。 

②平成２６年度 

・青枯病対策として、地温上昇抑制資材や微生物資材を活用した実証ほを設置した。特

に菌密度の高いほ場で転炉スラグを活用した実証ほ設置し効果を確認した。 

・新たな作型の検討のため、密植抑制栽培の展示ほを設置した。 

 

③平成２７年度 

・青枯病対策として、転炉スラグを活用した実証ほを継続した。 



年　　度 導入農家
平成24年度 6
平成25年度 40
平成26年度 53
平成27年度 71

導入農家戸数(戸)

・増収できる新台木を検討するため実証ほを設置した。 

・新たな作型として密植抑制作型の導入を図った。 

 

３．具体的な成果 

（１）省力・低コスト技術の導入 

①Ｕターン誘引栽培、２本仕立て苗の利用、かん水の自動化の導入農家 

 省力・低コスト技術の導入農家は、平成 24 年の 6 戸か

ら平成 27 年は約 12 倍の 71 戸まで増加した。 

 特にＵターン誘引栽培の導入が高く、収穫量や品質の

向上がみられた。 

 また、自動かん水への関心が高く、導入を望む声が多

かったが、導入コストが高く導入農家戸数は低かった。 

②優良事例集の作成・配布 

 Ｕターン誘引栽培、２本仕立て苗の利用、かん水の自動化を導入し、省力・低コス

ト栽培を実践している農家 8 戸の事例を優良事例集として取りまとめ、平成 28 年 3 月

に 198 戸の生産者に配布した。 

（２）気象変動への対応 

平成 26 年８月の豪雨で被災した農家に対し、JA 等と連携を取りながら被害程度別

にきめ細かな指導を行ったところ、回復したほ場が多く見られ、前年比 97％の単収（７

t/10a）を確保した。 

また、回復が難しい生産者に対しては、後作としてホウレンソウ等を作付（約１ha）

し、所得確保に努めた。 

（３）秋季単収の向上 

 青枯病対策や密植抑制作型、新台木の導入により、秋季

単収は増加傾向にある。ただし、平成 26 年度は、集中豪

雨による浸水被害等が発生し、平均反収は平年を下回っ

た。 

 

４．農家等からの評価・コメント 

（JA つがるにしきた津軽北部統括支店やさい部会 部会長 佐藤弘光） 

・講習会の開催日程は月１回のペースで良いと思う。また、開催の場所も金木地区・

中里地区・市浦地区の３地区で農家が参加するための距離も考慮されている。 

・現地検討会では、新技術の実証展示ほ等が見ることができたので技術についての現

地検討会は続けてほしい。 

・優良事例は栽培管理の参考になり役立っている。収量・品質は天候により左右され

ることが多いので、その年に高単収となった事例をまとめてほしい。 

・生産情報は７～８月の管理が重要になるため、月２回の発行にしてほしい。また、

薬剤の防除効果が落ちていると感じる物があるため、農薬の情報も記載してほしい。 

（JA つがるにしきたつがるやさい部会 トマト生産者 A 氏） 
・月１回開催される現地栽培講習会については、気象経過に対応した栽培管理方法を

詳しく学べるためとても参考になっている。 

・現地検討会では、新技術の実証展示ほ等を見ることで、自身の栽培への参考になる。

年　　度 単  収
平成25年度 2.4
平成26年度 1.9
平成27年度 2.6

秋季単収の推移(t/10)



今後も現地検討会を続けてほしい。 

・優良事例集もとても参考になっている。新たな技術や病害虫対策、高単収事例等、

様々な方向から毎年事例収集し今後も紹介してほしい。 

・これからも活発な普及活動で青森県西北地域のトマトを支えて行ってほしい。 

 

５．普及指導員のコメント 

（西北地域県民局地域農林水産部 主幹 久保田稔） 
 省力技術のＵターン誘引栽培は、今までのつり下げ栽培より作業が大幅に軽減され

るが、上部が混雑することと、それに伴う作業性の低下や病害の発生が懸念されるた

め、実証ほや研修会、現地見学会、優良事例集の配布等による普及の効果が高かった。

まだ自動かん水の普及が低いことから、低コストで自作できる自動かん水装置の普及

拡大に今後とも引き続き取り組む必要がある。 

 温暖化等に伴い高温障害や豪雨等気象災害への対応が増えることが予想され、今後

ともこれらへの対策強化が求められている。 

 

６．現状・今後の展開等 

（１）農協のトマト選果施設が更新されるため、新規作付者の掘り起こしと低単収農家へ

重点的に個別指導を行い生産量の拡大に取り組む。 

（２）１戸当たりの作付面積の拡大を図るため、Ｕターン誘引栽培や自動かん水装置の導

入を進める。 

（３）１戸当たりの作付面積増加に伴い、夏場の収穫後の品質低下をさけるため、戸別の

冷蔵庫等の導入を検討する。 

（４）高齢等で栽培ができなくなったハウスを、新規作付者や面積拡大希望者へ斡旋する

仕組みを検討する。 

（５）現地栽培講習会では、引き続き農協営農指導員と役割分担し、指導員の育成を進め

る。 

（６）大玉トマトの生産は、省力技術を取り入れても高齢の生産者には重労働な部分があ

るため、ミニトマトへの作付け切り替えについても検討する 
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